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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第88期

第３四半期連結
累計期間

第89期
第３四半期連結
累計期間

第88期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年12月31日

自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （百万円） 20,266 22,943 30,164

経常利益 （百万円） 554 348 909

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 381 218 526

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 180 363 151

純資産額 （百万円） 18,300 18,364 18,271

総資産額 （百万円） 26,412 26,879 26,062

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 31.06 17.82 42.91

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 69.3 68.3 70.1

 

回次
第88期

第３四半期連結
会計期間

第89期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自2021年10月１日
至2021年12月31日

自2022年10月１日
至2022年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 24.10 22.12

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、コロナ禍から正常化に向けた回復の動きが続く中、原材料費

の高騰や円安によるコスト増などから物価が上昇しており、企業や家計に及ぼす影響が一段と顕著な状況となって

おります。

当社グループ関連のエネルギー業界に関しましても、ロシア・ウクライナ情勢の長期化による資源高、世界的な

インフレ圧力の高まり等によるエネルギーコストへの影響が継続しており、当社を取り巻く事業環境は厳しい状況

が続いております。

このような状況のもと、当社グループは、「（2022年～2024年）中期経営計画」に基づく今期目標達成を見据え

つつ、安心・安全なエネルギーの安定供給と、より質の高いサービスの提供により、お客様との接点強化を進めて

まいりました。

営業活動におきましては、６月に続き10月に実施した「紙面・バーチャル展示会」において低炭素化や高騰し続

ける光熱費の削減効果が期待できる省エネガス機器や断熱リフォーム、住宅用蓄電池等を積極的に提案し、前年を

上回る成果を上げることができました。また、Ｗｅｂを通じて様々な情報やサービスを提供することで、お客様と

の接点強化及びペーパーレス化によるＳＤＧｓの推進を目的として９月より開設したＷｅｂ会員サービス「サンリ

ンＭｙページ」の会員数は、導入以降順調に加入件数を伸ばしており、今後もより一層お客様にとって魅力的な

ツールとなるようサービスを充実させてまいります。

主力でありますＬＰガス事業におきましては、Ｍ＆Ａ（事業譲受）による新規顧客の増加を図るとともに、開発

部門による新規物件等の開拓により顧客数を増加させ、市場競争力の強化に力を入れてきました。

　石油類におきましては、行動制限の緩和や政府によるガソリン価格などへの負担軽減策等により、セルフ給油所

を中心に燃料油の販売数量を増加させることができました。

また、電気事業におきましては、顧客件数の増加により販売数量は前年比増加しましたが、燃料費調整単価の想

定外の上昇などにより契約件数の伸びは鈍化しました。一方、太陽光発電システムや蓄電池の販売、電気自動車の

家庭用充電設備の販売におきましては、お客様の環境問題への意識や防災対策への関心を反映し、昨年を大幅に上

回る実績を上げることができました。

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、新型コロナウイルス感染症の影響を引き続き受けているも

のの、社会経済活動の回復の影響やＬＰガス及び石油類の仕入価格の上昇に伴う販売価格の上昇等により、売上高

は22,943百万円（前年同四半期比13.2％増）となりました。

　利益面におきましては、電気事業の卸電力調達価格の上昇の影響を引き続き受けたことによる大幅な利益減少及

びグループ全社の光熱費や配送コストの高騰等により、営業利益152百万円（前年同四半期比56.6％減）、経常利

益348百万円（前年同四半期比37.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益218百万円（前年同四半期比42.6％

減）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（エネルギー関連事業）

　ＬＰガス・石油類の仕入価格の上昇に伴う販売価格の上昇等により、売上高は20,199百万円（前年同四半期比

13.0％増）となりました。一方、セグメント利益は、電気事業の卸電力調達価格の上昇の影響等により91百万円

（前年同四半期比72.9％減）となりました。

（製氷事業）

　夏場の暑さによる売上増の影響により、売上高は270百万円（前年同四半期比8.0％増）となりました。セグメン

ト損失は原材料費及び光熱費の上昇等により32百万円（前年同四半期は24百万円のセグメント損失）となりまし

た。

（青果事業）

　株式会社一実屋でのリンゴ売上の増加や株式会社えのきボーヤでのえのき茸の販売単価上昇等により、売上高は

1,754百万円（前年同四半期比3.9％増）となりました。セグメント損失は主に株式会社えのきボーヤでの原材料費

及び光熱費の上昇等により34百万円（前年同四半期は0百万円のセグメント損失）となりました。

（不動産事業）

　大型の土地分譲の販売が始まったことから、売上高は414百万円（前年同四半期比61.8％増）、セグメント利益

は66百万円（前年同四半期比312.2％増）となりました。
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（その他事業）

　運送事業・建設事業等のその他事業におきましては、主に建設事業において完工物件が増加したことから、売上

高は305百万円（前年同四半期比57.6％増）、セグメント利益は6百万円（前年同四半期は22百万円のセグメント損

失）となりました。

 

（２）財政状態の状況

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末比816百万円増加し、26,879百万円となりま

した。その主な要因は、受取手形、売掛金及び契約資産の増加1,195百万円、商品及び製品の増加226百万円、原材

料及び貯蔵品の増加324百万円、現金及び預金の減少1,029百万円等によるものであります。

　負債は、前連結会計年度末比723百万円増加し、8,514百万円となりました。その主な要因は、支払手形及び買掛

金の増加956百万円、賞与引当金の減少221百万円等によるものであります。

　純資産は、利益剰余金の減少51百万円、その他有価証券評価差額金の増加138百万円等により前連結会計年度末

比92百万円増加し、18,364百万円となりました。この結果、自己資本比率は68.3％となりました。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,300,000 12,300,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 12,300,000 12,300,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 12,300,000 － 1,512 － 379

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」につきましては、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

 

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 19,500 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,277,400 122,774 　　　 同上

単元未満株式 普通株式 3,100 － 　　　 同上

発行済株式総数  12,300,000 － －

総株主の議決権  － 122,774 －

 

②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

サンリン株式会社

長野県東筑摩郡山

形村字下本郷4082

番地3

19,500 － 19,500 0.16

計 － 19,500 － 19,500 0.16

 

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,884 4,854

受取手形、売掛金及び契約資産 4,613 ※１ 5,809

商品及び製品 1,615 1,842

仕掛品 27 51

原材料及び貯蔵品 285 609

その他 378 291

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 12,804 13,457

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 10,117 10,140

減価償却累計額及び減損損失累計額 △7,410 △7,545

建物及び構築物（純額） 2,707 2,595

機械装置及び運搬具 5,664 5,699

減価償却累計額及び減損損失累計額 △4,854 △4,950

機械装置及び運搬具（純額） 810 748

工具、器具及び備品 3,334 3,321

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,869 △2,855

工具、器具及び備品（純額） 465 466

土地 4,436 4,436

建設仮勘定 27 156

有形固定資産合計 8,447 8,404

無形固定資産   

その他 192 213

無形固定資産合計 192 213

投資その他の資産   

投資有価証券 4,226 4,384

繰延税金資産 110 104

退職給付に係る資産 20 15

差入保証金 148 147

その他 139 186

貸倒引当金 △27 △33

投資その他の資産合計 4,617 4,803

固定資産合計 13,257 13,421

資産合計 26,062 26,879
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,254 ※１ 3,210

短期借入金 2,760 2,690

１年内返済予定の長期借入金 78 78

未払法人税等 173 25

賞与引当金 281 60

その他 628 730

流動負債合計 6,177 6,795

固定負債   

長期借入金 489 432

繰延税金負債 － 113

役員退職慰労引当金 154 177

退職給付に係る負債 647 673

資産除去債務 161 162

その他 160 160

固定負債合計 1,613 1,719

負債合計 7,790 8,514

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,512 1,512

資本剰余金 1,248 1,248

利益剰余金 14,883 14,832

自己株式 △12 △12

株主資本合計 17,632 17,580

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 646 785

退職給付に係る調整累計額 △7 △1

その他の包括利益累計額合計 639 783

純資産合計 18,271 18,364

負債純資産合計 26,062 26,879
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 20,266 22,943

売上原価 15,405 18,200

売上総利益 4,861 4,743

販売費及び一般管理費   

貸倒引当金繰入額 3 7

給料及び手当 1,396 1,415

賞与引当金繰入額 47 52

退職給付費用 50 66

役員退職慰労引当金繰入額 21 22

その他の人件費 693 672

減価償却費 360 335

消耗品費 515 518

その他 1,421 1,500

販売費及び一般管理費合計 4,510 4,591

営業利益 350 152

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 58 63

受取賃貸料 27 26

受取手数料 47 55

持分法による投資利益 17 －

その他 66 81

営業外収益合計 219 228

営業外費用   

支払利息 6 5

持分法による投資損失 － 18

その他 9 7

営業外費用合計 15 31

経常利益 554 348

税金等調整前四半期純利益 554 348

法人税等 172 129

四半期純利益 381 218

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 381 218
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 381 218

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △186 125

退職給付に係る調整額 △3 5

持分法適用会社に対する持分相当額 △11 13

その他の包括利益合計 △201 144

四半期包括利益 180 363

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 180 363

非支配株主に係る四半期包括利益 0 －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

　　　該当事項はありません。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

　　　該当事項はありません。

 

 

（会計方針の変更）

 該当事項はありません。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

 

（追加情報）

　当社グループでは、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、当第３四

半期連結累計期間において入手可能な情報に基づき実施しております。新型コロナウイルス感染症による当社グ

ループ事業への影響は、概ね当連結会計年度内まで続くとの仮定に基づき会計上の見積りを行っております。

　なお、この仮定は不確実性が高く、その影響が長期化した場合には将来において損失が発生する可能性があり

ます。

　当第３四半期連結累計期間において、新たな追加情報の発生及び前事業年度の有価証券報告書に記載した情報

等についての重要な変更はありません。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が第３四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

受取手形 －百万円 15百万円

支払手形 － 143

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

減価償却費 583百万円 555百万円

のれんの償却額 24 12
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　　　　　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月12日

取締役会
普通株式 270 22 2021年３月31日 2021年６月23日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

　　　　　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月11日

取締役会
普通株式 270 22 2022年３月31日 2022年６月22日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注)

合計
 

エネルギー
関連事業

製氷事業 青果事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 17,878 250 1,687 256 20,073 193 20,266

セグメント間の内部

売上高又は振替高
148 － 0 － 148 802 951

計 18,027 250 1,687 256 20,221 996 21,218

セグメント利益又は

損失（△）
338 △24 △0 16 329 △22 306

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、建設事業等
を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　（単位：百万円）

　利益 　金額

報告セグメント計 329

「その他」の区分の損失（△） △22

セグメント間取引消去 43

棚卸資産の調整額 0

四半期連結損益計算書の営業利益 350

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注)

合計
 

エネルギー
関連事業

製氷事業 青果事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 20,199 270 1,754 414 22,638 305 22,943

セグメント間の内部

売上高又は振替高
165 － 0 － 165 824 989

計 20,364 270 1,754 414 22,803 1,129 23,933

セグメント利益又は

損失（△）
91 △32 △34 66 91 6 97

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、建設事業等
を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　（単位：百万円）

　利益 　金額

報告セグメント計 91

「その他」の区分の損失（△） 6

セグメント間取引消去 54

棚卸資産の調整額 0

四半期連結損益計算書の営業利益 152

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注)

合計
 

エネルギー
関連事業

製氷事業 青果事業 不動産事業 計

ＬＰガス 6,226 － － － 6,226 － 6,226

石油類 7,231 － － － 7,231 － 7,231

電気 1,410 － － － 1,410 － 1,410

その他 3,009 250 1,687 256 5,204 193 5,398

顧客との契約から生じ

る収益
17,878 250 1,687 256 20,073 193 20,266

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 17,878 250 1,687 256 20,073 193 20,266

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、建設事業等を含んで

おります。

 

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注)

合計
 

エネルギー
関連事業

製氷事業 青果事業 不動産事業 計

ＬＰガス 6,977 － － － 6,977 － 6,977

石油類 7,789 － － － 7,789 － 7,789

電気 2,050 － － － 2,050 － 2,050

その他 3,381 270 1,754 414 5,821 305 6,126

顧客との契約から生じ

る収益
20,199 270 1,754 414 22,638 305 22,943

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 20,199 270 1,754 414 22,638 305 22,943

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、建設事業等を含んで

おります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 31円６銭 17円82銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
381 218

普通株主に帰属しない金額　（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
381 218

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,280 12,280

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年２月８日

サンリン株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

長　野　事　務　所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 下条　修司

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小堀　一英

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンリン株式会社

の2022年4月1日から2023年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（2022年10月1日から2022年12月31日ま

で）及び第3四半期連結累計期間（2022年4月1日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サンリン株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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